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1 背景

• 系統が小規模で独立している離島では、エネルギーに関する問題が顕在化しやすい。実際に多くの離島にお
て技術面（下げ代不足、調整力不足、慣性力不足等）・社会経済面・環境面での問題に直面している。

• 鹿児島は離島県。知事は離島のエネルギー問題解決の取組を重要政策に位置づけている。
• 諸条件の厳しい離島において、再エネ拡大の障壁や課題の具体的な解決策を見いだし、これを本土の再エネ

出力抑制の低減をはじめとする導入拡大の加速につなげていくことが期待される。

（背景1）離島には解決が急がれるエネルギー問題が多く存在する

• 政府の2050カーボンニュートラル宣言を受け、空港分野での脱炭素化の動きが全国に広がっている。
• 国による支援のもと、空港内の建物屋根や未利用地等を活用した太陽光発電、建物省エネ化、GSE車両

（空港地上支援車両）のEV/FCV化等が全国大で進み始めている。

（背景2）空港脱炭素化の動きが全国に広がっている

• 電力由来CO2のゼロ化などの取組を盛り込んだ行動計画が国から認定され、2030年度までの間、国による
手厚い支援のもとで再エネ地産地消の取組などが進められる。

• 技術的な特徴は、脆弱な系統を抱える小規模離島において再エネ導入を進めるための新たな安定化技術で
あるDGR（デジタルグリッドルーター）の導入。今後、公共施設等を中心に再エネ導入が段階的に進められ
る予定。

（背景3）沖永良部島が県内初の脱炭素先行地域認定を受ける
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（背景1）内燃力機関の最低出力制約等による下げ代の不足

種子島の最過酷日（5月4日）における需給予測例
出典）電力広域的運営推進機関

⚫ 離島に配備された内燃力機関の最低出
力（定格出力の50%ほど）を維持しな
がら系統運用を継続する必要がある。

⚫ 昨今、離島において太陽光発電が拡大
していることで、内燃力機関の出力抑制
の余地（＝下げ代）が不足しつつある。

⚫ 適正な下げ代の確保のために必要なこと
としては、系統経由の電力需要の確保
であり、すなわち①再エネの出力抑制、
②再エネ自家消費の抑制 が求められ
るようになっている。

⚫ なお、出力抑制の手続きは、アナログ的・
手動によるパワコン操作が実態。既存再
エネ電源は旧ルールの低圧PVが多数で、
出力抑制は反発を招く可能性が高い。

→ 主要な再エネ電源側が“自発的”に出
力抑制を行う仕組みが望まれる。
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（背景1）離島平均燃料価格の高騰

離島平均燃料価格…原油・LNG・石炭の3ヶ月分の貿易統計価格（貿易統計にて公表される円建ての輸入価格）をもとに算定される燃料価格

であり、離島ユニバーサルサービス調整単価の算定に用いられる

直近3ヵ年の離島平均燃料価格（原油換算1㎘あたり）

2022年8月～10月実績に
基づく離島平均燃料価格：
96,600円/原油換算㎘

基準となる離島平均燃料価格：
52,500円/原油換算㎘

※グラフの値は、当該月から遡って3ヶ月分の実績に基づく平均価格

• 2021年以降、離島平均燃料価格は上昇傾向にあるが、昨今のウクライナ情勢の影響を受け、2022年度は大幅に上昇し、直近で

は原油換算1㎘あたり96,600円と、基準となる価格の約1.8倍まで高騰している。

• さらに、小規模離島においては小型の内航船による輸送となるため、重油の輸送コストについても割高となる。

• 離島における再エネ導入は前述のとおり厳しい条件下にはあるものの、再生可能エネルギーの発電コストについては年々低下しており、

本土と比較して厳しい燃料調達条件にある離島においては、グリッドパリティの早期実現が期待される。

（出典）「離島ユニバーサルサービス調整単価」（九州電力送配電HP）に基づき作成

現行の制度面での課題はあるが、島全体としてのエネルギーコスト削減を需要家側での自家消費の取組に還元し得るような
再エネ導入スキームの構築により、地産地消型のエネルギー事業の実現が期待できる
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①実証エリアの選定，事業スキーム及びスケジュールの検討 ／ 事業スキーム

【課題】 離島における小売電気事業及び配電事業は実質的に一般送配電事業者に限定

• 離島の電源は「離島ユニバーサルサービス制度」のもと、本土の需要家が負担する託送料金に含まれる形によっ
て支えられており、その主旨を踏まえると、特定の小売電気事業者や配電事業者への電力供給（卸供給、部
分供給）は行われない

• 今後島内で設立される予定の地域エネルギー会社は、小売供給や配電事業（非常時は除く）を行うことが現
在の制度運用下では実質的に不可能と理解される

【対応策】 自家消費型供給スキーム（オンサイトPPA）の構築

• PVを空港内に設置し、その発電電力を空港施設で自家消費する事業モデルが基本となる。PV等の設
備は地域エネルギー会社が設置し、自家消費分の電力収入によって投資額を回収する、いわゆるオンサ
イトPPAスキームである。自家消費しきれず余剰する電力は、一般送配電事業者に対して売電するか、
あるいは自己託送で空港外の特定需要家に供給する。

• なお、空港内には複数の需要家（国、県、空港ビル等）が存在することから、自家消費モデルの構築手
法としては次の2通りが考えられる。

1）受電を一括化し、より効率的な自家消費モデルを構築する
2）需要家単位でそれぞれ自家消費モデルを構築する

Ⅰ 背景 5

（背景1）離島において実施可能なビジネスモデルへの制度的制約



（背景2）空港脱炭素化の動き

出典）国交省航空局

• 国は、空港の再エネ拠点化及び空港施設・車両のCO2削減を通じた「空港の脱炭素化」を目指している
• 鹿児島県では、県が管理する空港を対象に、脱炭素化推進協議会を設置し、空港脱炭素化推進計画の策定

に順次取り組んでいる（奄美空港、種子島空港、徳之島空港）

空港の脱炭素化イメージ図
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（背景3）沖永良部島における脱炭素先行地域の取組

• 沖永良部島は2022年4月に脱炭素先行地域に選定され、公共施設等への再エネ導入に取り組む予定
• 全体計画の半分（2.6MW）にGFMを導入し、厳しい系統制約下でのグリッドフォーミング機能の実装を目指す

出典）環境省
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［参考］GFMとPCSの比較

出典）ゼロカーボンおきのえらぶ計画提案書（2023年7月24日改定）
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2 取組課題と解決の考え方

県のエネルギー政策における課題 県の空港政策における課題

沖永良部島における課題

⚫ 立地制約上の多くの困難に晒される離島のエネルギー問題の解決
⚫ 「エネルギーをシェアするまちづくり」による解決手法（事業）の構築
⚫ 再エネ出力抑制の低減をはじめとする本土の再エネ導入拡大

⚫ 空港の脱炭素化
⚫ 離島の小規模空港における脱炭素化手法の構築

⚫ 島全体の脱炭素化の実現（当面は、脱炭素先行地域の推進）
• 人口減少に伴う存続への危機 への対応
• エネルギーの外部依存による経済の脆弱性 への対応
• 廃棄物の再資源化 への対応

⚫ 前述までの背景等を踏まえると、鹿児島県のエネルギー政策、空港政策及び沖永良部島において、脱炭素分野に関
連する課題がそれぞれ存在する。

⚫ 沖永良部空港において再エネの拠点を形成し、再エネの自家消費と地域への余剰供給を効率的に行う事業を進める。
この取組によって、下記の課題解決に繋げられるのではないか。

 「空港の脱炭素化」と「地域の脱炭素化への貢献」の同時達成

 離島のエネルギー問題の解決に資する新たな再エネ導入拡大モデルの構築

沖永良部空港における再エネ拠点化
（地産地消の推進を含む）

解決の方向性

課題解決に貢献 課題解決に貢献

課題解決に貢献
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3 沖永良部空港再エネ拠点化の方向性（実装段階）

空港の脱炭素化と、空港による地域脱炭素化への貢献

②再エネ電力の島内シェア
→空港による地域脱炭素化への貢献

【鹿児島県の取組】

空港再エネ拠点化
（技術実証、拠点化の推進）

沖永良部空港

2030年度頃まで

沖永良部島全体

【県有施設】【町有施設】

【空港施設】

①再エネ電力の自家消費
→空港の脱炭素化

【知名町・和泊町・参画事業者等の取組】

脱炭素先行地域の取組
（PV＋GFM、MG構築、地域エネ会社の立ち上げ等）

※R4年度成果（実証事業計画書）p.13
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• 空港内に再エネ（太陽光発電を想定）を導入し、あわせて導入するインバータは系統安定化のための新技術である
グリッドフォーミング（GFM）※1の導入を目指す※2

• 再エネの効率的な利用のため現在の低圧受電を高圧受電にまとめるほか、空港に関連する車両（空港業務用車
両、バス、レンタカー、職員通勤車等）の電動化及び充放電を念頭に入れ、空港内での再エネ自家消費をできるだ
け高めることを目指す

• 脱炭素先行地域の取り組みと連携し、技術課題の解決や効率的な事業運営等を実現する

AC

沖永良部空港

本事業

AC

建物屋根
未利用地等
（県有地）

系統（九電送配）

PV

電源局舎
（鹿児島県）

旧管制塔 ほか
（航空局・気象台ほか）

空港ターミナルビル
（沖永良部空港ビル(株)）

AC ACACAC

構内配線

GFM/PCS
DC

AC

余剰電力の供給・売電

空港外の一般需要家

低圧配電低圧配電低圧配電

高圧受電設備
AC

蓄電池

DC

3 沖永良部空港再エネ拠点化の方向性（実装段階）

EV
（空港車両ほか）

ACAC

高圧/低圧
配電

系統からの買電（バックアップ供給）

※1 グリッドフォーミングインバータ：同期発電機が持つ慣性・電圧維持能力等と同等の能力を備えた次世代のインバータ。周波数維持や系統安定化に資する
※2 新技術の実装の見通しに応じ、通常タイプのPCSの一部または全部の導入も念頭においておく

Ⅱ 沖永良部空港再エネ拠点化の構想 12



地域エネルギー会社

空港内需要家
（国、県、空港ビル等）

空港外の
一般需要家

一般送配電事業者
（九州電力送配電）

EMS事業者等

空港外需要家
（町有施設等）

4 取組体制（実装段階）

PPAサービス
（再エネ電力供給）

余剰売電
売電料金
の支払い

電力供給
（低圧）

電気料金
の支払い

電力供給

電気料金
の支払い

GFM/
PCS

PPAサービス
（再エネ電力供給）

電気の流れ お金の流れ

電気料金
の支払い

電力供給
（高圧一括受電） 【参考】

脱炭素先行地域関連の取組

電気料金
の支払い

電気料金
の支払い

インバータ制御
（PV出力抑制、

自家消費抑制等）

本事業
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4 取組体制（実証段階～実装段階）

関係主体 【Step1】実証事業 【Step2】実装事業

鹿児島県 ⚫ 実証事業の実施（建物屋根等の提供を含む）

⚫ 実装事業化に向けた関係者調整（航空局、気

象台、和泊町、空港ビル、関連エネルギー事業者、

九電送配等）

⚫ 他の離島等への適用を見据えた知見の蓄積

⚫ エネシェアの取組の普及啓発、理解促進

⚫ 空港再エネ拠点化事業への協力（空港内未利

用地の提供等）を通じた空港脱炭素化の推進

⚫ 関係者調整

⚫ 調整会議の運営

空
港
内
需
要
家

大阪航空局

福岡管区気象台

⚫ 空港内関係者調整への協力

⚫ 本実証事業に関する情報収集

⚫ 空港再エネ拠点化事業への参画（PPA契約の

締結）

⚫ 調整会議への参画

沖永良部空港ビル(株)

空港運営事業者

⚫ 実証事業への参画または協力（GFM・蓄電池の

導入等）

⚫ 空港再エネ拠点化事業への参画（PPA契約の

締結）

⚫ 調整会議への参画

空
港
外
需
要
家
等

和泊町

知名町

⚫ GFM関連事業の推進（知名町新庁舎周辺にお

けるGFM実証の成果・課題等の展開）

⚫ 空港内関係者調整への協力

⚫ 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金活用による

地域エネルギー会社の取組支援

⚫ GFM関連事業の推進（GFMの全島展開の取

組との連携）

⚫ 空港内のPV余剰電力の調達（組合参加、自己

託送による余剰電力の調達）

地域エネルギー会社 ⚫ 実証事業への参画、協力 ⚫ 空港再エネ拠点化事業の推進（系統協調運転、

PPA事業、空港需要家への電力供給）

九州電力送配電 ⚫ 実証事業への協力（協議対応等） ⚫ 協議対応等
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5 取組スケジュール（実証段階～実装段階）

※R4年度成果（実証事業計画書）p.15を一部修正

⚫ 実証によって技術的・社会的課題を解決した後、空港再エネ拠点化事業を商用ベースの取組として実施する。

⚫ 本事業に関連する下記の取組と緊密な連携を図りながら進める。

① 先行100地域の取組におけるシステム導入の進捗と、それに関連する九電送配との技術的協議の状況

② 空港管理者（鹿児島県港湾空港課）サイドで今後進められる「空港脱炭素化」の取組
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5 取組スケジュール（実証段階～実装段階）

実施主体 2022年度
（令和4年度）

2023年度
（令和5年度）

2024年度
（令和6年度）

2025年度以降
（令和7年度以降）

鹿児島県

空港内外の電力需要家
（航空局、気象台、空港ビル、
県有施設、両町 等）

【参考】
脱炭素先行地域
（和泊町、知名町、地域エネル
ギー会社等）

・データ取得
・方向性の検討
・FS 等

【初期検討】 【実証準備】 【実証事業】

【実装事業】
・基本設計
・一送との協議
・関係機関調整

・事業者公募、選定
・詳細設計、施工
・データ取得 ・島全体のGFM普

及の取組との整合
・調整会議運営
・関係者調整

【実装準備】

・実装事業計画
・一送との協議
・調整会議の立ち上
げ等

・離島等他地域への適用性の検討
・実証、実装

【エネシェアシステムの普及】

・新庁舎周辺MGの詳
細設計（知名町）

・新庁舎周辺MGの
実証（知名町）

・島全体のGFM普及の取組（公共施設へのPV導入、MG構築等）

・調整会議への参画

・県実証への参画
（空港ビル）

・新庁舎周辺MGの
施工（知名町）

・実装事業への参画

・地域エネ会社の立ち上げ ・実装事業の推進

【Step1】実証事業

【Step2】実装事業

Ⅱ 沖永良部空港再エネ拠点化の構想 16

現時点の想定



• 島内において当面実施可能な事業モデルは、「オンサイトPPA＋余剰売電」に当面限られる。PPA事業の採算性
向上には、【課題①】自家消費率の向上（余剰電力量の最小化）が必要。

• さらに、再エネ供給拠点化の形成に向け、【課題②】再エネ外部供給に適した次世代インバータの実装 が必要。
系統の安定運用に資する次世代技術であるGFM（グリッドフォーミング）インバーターの導入が有効

• すべての前提として、空港における取組に関し、 【課題③】島民や来訪者等の理解向上が必要。

6 空港再エネ拠点化の実現に向けた課題

課題① 自家消費率の向上

• 日中に余剰するPV電力について、空港内のエネルギーリソース（蓄電池への充電、EVへの充電等）を活用し、自家消費量をで
きる限り増やす必要がある。

• 一方、PV電力が不足する場合はエネルギーリソース（蓄電池からの放電、EVからの放電等）を活用し、空港内再エネ由来の電
力供給量をできる限り増やす必要がある。

• 系統に再エネを導入すると系統電圧が上昇、EV充電器を導入すると系統電圧が下降するという、いわゆる「配電系統電圧問題」
が発生する。これらの対策としては、電圧調整装置の設置/柱上変圧器の分割設置といった新規設備投資が必要となり、社会コ
ストが増加してしまう。

• そのため系統電圧を安定化させる次世代インバータの実用化に貢献し、空港内での実装を目指す必要がある。

課題③ 島民や来訪者等の理解向上

• 沖永良部島の玄関口である空港において先進的な脱炭素の取組を明示的に展開することで、来訪者の再エネに対する理解向
上につなげる必要がある。

• あわせてPRを効果的に展開することで、空港関係者や島民の意識醸成につなげる必要がある。

課題② 再エネ外部供給に適した次世代インバータの実装

Ⅱ 沖永良部空港再エネ拠点化の構想 17



18
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Ⅱ 沖永良部空港再エネ拠点化の構想

Ⅲ 実証実施計画

Ⅳ 次年度の検討課題

Ⅴ 参考資料



＜課題解決の方向性＞

電力需給マネジメントの高度化

＜課題解決の方向性＞

GFMインバータの技術確立への貢献

・ 次世代技術であるGFMインバータを利用した再エネ供給システムを空港内に試行的に構築

・ 急激な負荷変動を含むさまざまな状況下おいて、安定的な電力品質（電圧、周波数）の
AC出力性能を検証

・ 空港内の他の電力需要（他施設、空港車両、EV等）でのPV余剰電力のシェア

・ 自家消費率や自給率の向上効果を検証

＜課題解決の方向性＞

島の玄関口における再エネ取組の見える化（余剰再エネを活用したEV走行）

・ 分かりやすくPR効果の高いシェアカーEV（空港拠点）でのPV余剰電力のシェア

・ 島民や来訪者等の意識向上効果を検証

Ⅲ 実証実施計画 19

1 実証の目的

実証①

実証②

実証③

※課題①（自家消費率の向上）への対応

※課題②（再エネ外部供給に適した次世代インバータの実装 ）への対応

※課題③（島民や来訪者等の理解向上）への対応



• 【実証①】 模擬負荷を用いて、空港周辺で短中期的に想定される多様なEV1,EV2（空港管理車、その他車両
等）の充放電の状況を再現。EV充電による自家消費率向上効果を検証するとともに、上げDRによる押し上げ効
果を検証する

• 【実証②】 模擬負荷で再現するEV充電等の急激な負荷変動下（例えばEV2による急速充電）においても安定
的な品質（電圧、周波数）のAC出力を達成できているかどうかを確認する

• 【実証③】 町が保有する超小型BEV（EV3）を一定期間借用し、空港を貸し出し/返却の拠点とするカーシェア運
行を期間限定のイベントとして実施。PV電力は蓄電池経由での夜間充電を基本的パターンとして想定。島民や来
訪者、空港管理者等の意識向上効果の検証を中心に行う

2 実証内容

GFM
（20kW）

PV
（30kW）

蓄電池
（20kW、20kWh）

系統（九電送配）

空港ターミナルビル

消防車庫/駐車場

模擬負荷装置

（20kW、20kWh）

低圧動力

（契約35kW、約3.5万kWh/年）

【実証②】

【実証①】

※町保有の超小型BEVを想定

EV3

（10kWh×2台）

【実証③】

※EV1、EV2の負荷を模擬

Ⅲ 実証実施計画 20

EV2

その他車両

EV1

空港管理車両

（1）全体概要



• 【実証①】 模擬負荷を用いて、空港周辺で短中期的に想定される多様なEV1,EV2（空港管理車、その他車両
等）の充放電の状況を再現。EV充電による自家消費率向上効果を検証するとともに、上げDRによる押し上げ効
果を検証する

• 【実証②】 模擬負荷で再現するEV充電等の急激な負荷変動下（例えばEV2による急速充電）においても安定
的な品質（電圧、周波数）のAC出力を達成できているかどうかを確認する

• 【実証③】 町が保有する超小型BEV（EV3）を一定期間借用し、空港を貸し出し/返却の拠点とするカーシェア運
行を期間限定のイベントとして実施。PV電力は蓄電池経由での夜間充電を基本的パターンとして想定。島民や来
訪者、空港管理者等の意識向上効果の検証を中心に行う

2 実証内容

GFM PCS
（20kW）

PV
（30kW）

蓄電池
（20kW、20kWh）

系統（九電送配）

空港ターミナルビル

消防車庫/駐車場

模擬負荷装置

（20kW、20kWh）

低圧動力

（契約35kW、約3.5万kWh/年）

【実証①】

※町保有の超小型BEVを想定

EV3

（10kWh×2台）

【実証③】

※EV1、EV2の負荷を模擬

Ⅲ 実証実施計画 21

EV2

その他車両

EV1

空港管理車両

（1）全体概要（GFMの導入が技術的に困難となる場合の代替案）

【実証②】



2 実証内容

Ⅲ 実証実施計画 22

実証 計測項目 計測方法 評価方法

実証① 1. PVの発電量
2. GFMの出力
3. 蓄電池の充放電量
4. 蓄電池のSOC
5. 空港ビルの電力消費量
6. EV1の充放電量（模擬）
7. EV2の充電量（模擬）
8. EV1のSOC（模擬）
9. 買電量

• 1～8はGFMの監視・計測
機能を利用

• 9は九電送配HPからスマー
トメーターのデータを取得

下記2つの指標を用いて、エネ
マネの効果を総合的に評価
• PV有効利用率
• PVによる自給率

実証② 1. GFM出力の電圧
2. GFM出力の周波数

売電メーターの手前（需要家
側）に計器を設置し、データを
取得

模擬負荷装置で作り出した急
激な負荷変動下（例：EVの
急速充電）でもGFM出力電
圧が九電送配が定める所定の
範囲に収まっているかどうかで成
否を評価

実証③ 1. 再エネへの理解度
2. 1にあわせ、EVやカーシェア

の利便性向上策も

利用者向けのWEBアンケート アンケート分析により、認知度
や利用者評価等を把握

• 実証①～③の実施期間中、下表に主に示す項目を適切な間隔で計測

• 収集したデータはクラウドに保存し、遠隔で取得。リアルタイムで評価に活用 ※一部のデータ項目は現場計器に
保存し、一定期間ごとにデータ取り出し

（2）データ計測



• PVパネル等導入設備の導入方法は、国マニュアルを踏まえ、空港業務に支障を来すことのないよう十分留意する

• 対象需要は、空港内で比較的まとまった規模の需要を有する空港ターミナルビルの低圧動力（主に業務用エアコン
用、年間約3.5万kWh）とし、これを実証設備の容量設定の基礎的条件とする

• 需給マネジメントの高度化に向けた実証に必要な“余剰のシェア先”については、さまざまなパターンや強度等を自由に
与えることのできる模擬負荷の使用のほか、期間限定で町から借用するカーシェア用途のEVを想定する

3 実証導入設備

実証設備 設備容量 設置場所 調達方法 備考

太陽光パネル 【A案】15kW
【B案】17kW
【C案】32kW

※最大

【A案】消防車庫の屋上
【B案】職員用駐車場（北）
【C案】駐車場南側の空地

購入
or リース

・ 設置場所の検討に応じ設備容量を
変更する可能性あり

・ 複数の建物（需要地点）に配線が
またがるA案での低圧連系は契約上
問題ないと九電送配から回答あり
（2023.10.4）

インバータ 20kW 空港ターミナルビルの入口付
近（屋外）

レンタル ・ GFMを第一に想定
・ PCSのケースも想定（この場合は実
証①③のみを実施）

蓄電池 20kW、
20kWh

同上 レンタル ・ GFM内蔵型を想定

余剰の
シェア先
（EV）

模擬負荷
装置

20kW
1台

空港ターミナルビルの入口付
近（屋外）

レンタル ・ GFMによる代用を想定
・ さまざまなパターンや強度等のEV充
電負荷（空港車両、その他車両）
を設定

超小型
BEV
（期間限定）

10kWh
2台

充電設備はGFM近辺への設
置を想定

借用
（期間限定）

・ PV余剰電力を活用したEVカーシェア
を空港拠点で運行

・ 知名町、和泊町、両町観光協会、
運行事業者等と今後協議

Ⅲ 実証実施計画 23

（1）全体構成



【A】消防車庫の屋上

面積 約120㎡
（15kWの設置面積に相当）

面積 約150㎡
（17kWの設置面積に相当）

【B】職員用駐車場（北）

面積 約225㎡
（32kWの設置面積に相当）

【C】駐車場南側の空地

（2）太陽光パネルの配置案

Ⅲ 実証実施計画 24

空港ターミナルビル
GFM

• PVパネルの設置場所は、消防車庫の屋上、職員用駐車場（北）と駐車場南側の空地の計3箇所を候補地と
して配置案を検討

• 下記問題点への対応を含め、空港管理者（県港湾空港課）の確認結果を踏まえ、本年度中検討

■想定される問題点

【A】消防車庫の屋上 ：構造計算書や竣工図の収集が困難なため、構造面の影響検討を厳密に行えない可能性あり

【B】職員用駐車場（北） ：売店・食堂に勤務する従業員の駐車場として利用実態あり

【C】駐車場南側の空地 ：特になし

3 実証導入設備
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Ⅲ 実証実施計画 26

GFMの配置計画

※次年度以降における空港管理者等との協議の結果、太陽光パネルやGFMの設置箇所、設置方法を変更する場合がある

模擬負荷装置

GFM

（サイズ例）

（サイズ例）

インバータ用変圧器
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4 実証効果の想定 ～電力需給マネジメントの高度化（実証①）による効果シミュレーション～

• 実運用において目標となる対策効果（PV電力の自家消費率及び自給率の向上）の期待量をあらかじめ把握
するため、実証範囲の実績データに基づく電力需給シミュレーションを実施した。

• 検討ケースとしては、空港ターミナルビルと空港管理車（EV1）によってPV電力を消費する場合（＝対策前ケー
ス）と、EV2（職員自家用車）の充電による上げDR及び空港ビル需要への放電によってPV電力の自家消費率
及び自給率の向上を目指す場合（＝対策ケース）とした。

構成要素 対策前ケース 対策ケース

電力供給源 PV電力 ● ●

商用電力 ● ●

電力供給先
（電力需要）

空港ビル（低圧動力） ● ●

【EV1】空港管理車 ● ●

【EV2】職員通勤車 － ●

電力需給
制御ロジック

通常運用 PV電力は空港ビルに供給し、
余剰分は定置式蓄電池及
びEV1を介し、空港ビルへの
放電及びEV1での消費

→ p.30参照

● ●

追加マネジメント EV2を介し、PV余剰電力の
充電（上げDR）及び空港
ビルへの放電を実施

→ p.34参照

－ ●

（1）電力需給シミュレーションの分析ケース設定
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［参考］電力需要の設定方法

電力需要 収集データ 設定手順

空港ターミナルビル ✓ 月間電力消費量
（2019年5月～2023年4月）

✓ スマートメータデータ
（2023年 9/25、9/26、11/11、
11/12）

1）月間電力消費量から月別の日平均電力消費
量を計算

• 2022年度データを使用し、各月の1日あたりの平均電
力消費量を算出

• 月間電力消費量÷日数

2）月別・時刻別電力消費量の按分

• 冷房期（5-11月）と非冷房期（12-4月）に分類

• 冷房期ではスマメデータ（9/26）で時刻別に按分

• 非冷房期では日中（稼働）を夜間（非稼働）の2
倍として按分

※日中：スマメデータ（9/26）において最大電力消費
量の半分以上の時間帯

【EV1】空港管理車 ✓ 月間走行量・ガソリン給油量
（2022年11月～2023年10月）

✓ 1日の使用パターン
（11/8、6/3）

1）月間走行量から月別の日平均走行量を計算

2）月別・時刻別走行量を計算

• 日平均走行量の平均値を基準に走行量が多い月と少
ない月に分類

• 1日の使用パターンのうち、11/8を走行量が多い月、
6/3を少ない月に分類し、各月の走行量を時刻別に按
分

3）想定車種に合わせ、各月の時刻別電力需要を
計算



［参考］電力需要の設定値

Ⅲ 実証実施計画 29

空港ターミナルビル（低圧動力）

【EV1】空港管理車
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［参考］通常運用時の電力需給制御ロジック（対策前ケース）

• PVが空港ターミナルビルの需要を上回る時は、【BT】定置式蓄電池への20kW充電、【EV1】
空港管理車への6kW充電、系統への売電の順に対応する

• PVのみで空港ターミナルビルへの供給が不足する時は、BTからの20kW放電、EV1からの6kW
放電、買電の順に対応する

• EV1への6kW充電は、PVから、BTから、買電の順に対応する

• EV1→BTへの充電は考慮しない（一つ上の通り、逆のBT→EV1はある）

• 空港業務終了後の夜間の間（例：0時から）にEV1を満充電にしておく（基本BTから）

• EV1をエネマネに活用できる時間帯は空港管理業務外の時間帯とし、
具体的に9月では10-13時、14-16時、17-24時まで

• EV1のエネマネ領域は15kWhに限定する（5kWhは必ず残す）

EV1の利用条件

Ⅲ 実証実施計画 30



（2）電力需給シミュレーション結果（対策前ケース）

• 1年間の設備運用の結果としては、自給率63.8%、PV有効利用率71.6%となった。

• 参考までに、EV1によるエネマネ効果を抜き出すと、自給率及びPV有効利用率の向上への貢献
は僅少であった。EV1をエネマネに活用できる時間帯が限られることが主な原因。
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対策前ケース （参考）対策前ケースにおいてEV1を含まない場合

EV1による指標改善効果

自給率 63.8% 62.9% ＋0.9%

PV有効利用率 71.6% 69.9% ＋1.7%

■パラメータ

PV 蓄電池 DGR EV

① ② ① ② ① ② ①

傾斜角・方位 30°南 30°西 設備容量[kWh] 20 0 出力[kW] 20 0 設備容量[kWh] 20

設備容量[kW] 30 0 使用不可領域割合 10% 10% 使用不可領域割合 10%

損失係数[%] 73% 73% 充電ロス 10% 10% 充電ロス 10%

日射量単位換算[MJ/kWh] 3.6 3.6 放電ロス 10% 10% 放電ロス 10%

日射強度[kW/m²] 1.0 1.0 使用可能容量[kWh] 18 0 使用可能容量[kWh] 18

受電ロス 2% 2% 最大出力[kW] 20 100 最大出力[kW] 6

最低充電容量[kWh] 5

交流電力量消費率[Wh/km]124

蓄電池回転数 237 ←充電量/使用可能容量 夜間充電必要量[%] 100%

需要①　　【PV発電容量：30kW　　DGR出力：20kW　　蓄電池①設備容量：20kWh　　EV①設備容量：20kWh】

電力需要 PV①発電量 自家消費量 買電量 自給率 PV①余剰電力 PV①直接消費率 PV①余剰電力 PV①有効利用率

PV①直接 蓄電池①経由 EV経由 EV需要 （直接消費後） （充電後）

[単位] [kWh] [kWh] [kWh] [kWh] [kWh] [kWh] [kWh] [kWh] ― [kWh] ― [kWh] ―

2022年度計 35,759 33,177 22,825 18,461 3,841 232 291 13,963 63.8% 14,717 55.6% 9,433 71.6%

冷房期計 30,252 22,080 18,164 15,711 2,178 171 103 12,877 60.0% 6,369 71.2% 3,413 84.5%

冷房期フラグ 非冷房期計 5,507 11,097 4,661 2,750 1,663 61 187 1,086 84.6% 8,348 24.8% 6,020 45.8%

0 4月 1,007 2,811 994 575 341 1 78 20 98.8% 2,236 20.4% 1,729 38.5%

1 5月 1,588 2,667 1,518 1,088 366 24 39 110 95.6% 1,579 40.8% 1,074 59.7%

1 6月 1,947 2,810 1,683 1,261 376 20 26 311 86.4% 1,549 44.9% 1,052 62.6%

1 7月 5,426 3,833 3,566 3,125 401 36 4 2,004 65.7% 708 81.5% 179 95.3%

1 8月 7,682 3,802 3,776 3,663 112 1 0 4,059 49.2% 139 96.4% 0 100.0%

1 9月 6,774 3,579 3,525 3,292 232 0 0 3,400 52.0% 287 92.0% 0 100.0%

1 10月 4,895 3,017 2,674 2,273 343 53 5 2,387 54.6% 744 75.3% 250 91.7%

1 11月 1,939 2,373 1,423 1,009 347 38 28 607 73.4% 1,364 42.5% 858 63.8%

0 12月 1,333 1,823 988 594 351 23 20 422 74.1% 1,229 32.6% 757 58.5%

0 1月 1,199 1,794 928 554 339 16 19 354 77.4% 1,241 30.9% 773 56.9%

0 2月 1,084 1,906 897 536 325 17 19 240 82.8% 1,370 28.1% 932 51.1%

0 3月 884 2,763 853 491 306 6 51 51 96.5% 2,272 17.8% 1,829 33.8%

参考）シミュレーション結果の月別集計値



• EV1は日中の走行距離が極めて少なく、SoCの減少がほとんどみられない。需要が旺盛となる夏
期における空港ターミナルビルへの供給において比較的大きなエネマネ効果を発揮。

• 一方で非冷房期（下図では1月）の特に晴天時においてはエネマネの効果が限定的。
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グラフ説明
• 面グラフ：PV発電
• 棒グラフ：需要（空港ビル、蓄電池＆EV充電）
• 線グラフ：充電残量（蓄電池、EV）

（2）電力需給シミュレーション結果（対策前ケース） つづき



（3）実証における検証課題の抽出

• 対策前ケースのシミュレーションの結果、非冷房期の日中（蓄電池への充電完了後）にPV余剰
電力が多く発生し、これらの空港内消費を進める必要があることが判明

• 上げDRなどのエネルギーリソースとして空港内において将来的に想定できるのは電気自動車の充
放電である。本検討では【EV2】職員の通勤車（EVを想定）をエネマネ運用に追加することとし
た。制御ロジック及びEV2の利用条件の詳細は次ページのとおり。
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• PVが空港ターミナルビルの需要を上回る時は、【BT】定置式蓄電池への20kW充電、【EV1】
空港管理車への6kW充電、【EV2】職員自家用車への6kW充電、系統への売電の順に対応
する

• PVのみで空港ターミナルビルへの供給が不足する時は、BTからの20kW放電、EV1からの6kW
放電、EV2からの6kW放電、買電の順に対応する

• EV1への6kW充電は、PVから、BTから、買電の順に対応する

• EV1、EV2→BTへの充電は考慮しない（一つ上の通り、逆のBT→EV1はある）

• EV2への6kW充電は、PVからのみ行う

• EV2からの放電はPVからの充電分のみを対象とする

• 空港業務終了後の夜間の間（例：0時から）にEV1を満充電にしておく（基本BTから）

• EV2は毎日出社時（8時）のSoCが50%であると仮定する

• EV1をエネマネに活用できる時間帯は空港管理業務外の時間帯とし、
具体的に9月では10-13時、14-16時、17-24時まで

• EV1のエネマネ領域は15kWhに限定する（5kWhは必ず残す）

• EV2のエネマネに活用できる時間帯は職員の勤務時間帯とし、具体的には8-18時まで

• EV2のエネマネ領域はバッテリー使用可能容量の50%以上に限定する

EV1、EV2（40kWh）の利用条件 ※EV1は20kWh
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［参考］追加マネジメント実施時の電力需給制御ロジック（対策ケース） ～課題への対応～

赤字：マネジメント強化に伴う追加対策



［参考］電力需給シミュレーション結果（対策ケース）

• 非冷房期において、余剰電力がEV2の充電に回されたことでPV有効利用率が増加

• EV2の充放電の優先順位が低く、日没以降に放電可能な時間帯が少ないことからEV2の放電機会が少ないため、
自給率はほとんど変化しない

• EV2は需要の少ない非冷房期（下図では5月、1月）において充電され、余剰電力の低減に寄与
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対策ケース 対策前ケース （参考）対策前ケースに
おいてEV1を含まない場合

EV2による指標改善効果

自給率 63.9% ＋0.1% 63.8% 62.9%

PV有効利用率 81.7% ＋10.1% 71.6% 69.9%
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• 空港の余剰再エネで充電したCO2フリーのEVをレンタカー/シェアカーとして来島者に利用してもらい、沖永良部島で
の再エネや脱炭素の取組に対する理解向上にどの程度つながったか、またどの程度の価値が認められるかを計測する
考え

• EV移動の脱炭素化だけでは訴求効果が低いと思われる。意義を認められやすくするための仕掛けは？

5 実証の効果的な実施手法 ～島の玄関口における再エネ取組の見える化（実証③）～

実証③のねらい • 再エネや沖永良部空港における脱炭素の取組に対する理解向上
• 沖永良部島のブランド価値向上への貢献

実施時期・期間 • 実証設備を本格運用する2025年4月以降
• 余剰再エネが発生しやすい非冷房期（12-4月）において実証③に係る実施期間を2,3週間程

度設ける

EVの調達方法 • 両町やレンタカー事業者からのEV貸与等を模索する

例1：公用車兼シェアカーとして導入された「C+POD」（2022年6月からカーシェア運用中）

例2：空港周辺のレンタカー事業者が導入するEV

• レンタカー/カーシェアの運行管理については、島内で実績のあるレンタカー関連事業者に委託

充電方法 • GFMの近くに200V充電器を設け、余剰PV直接または蓄電池経由で再エネを充電
• 返却前に通常の電源にて経路充電及び目的地充電を行った場合はその報告を利用者に求める

例1）貸し出し時にEVバッテリー内の再エネ比率を見える化する。島内の充電器マップ（CO2フリー型を含む）を配付する
例2）脱炭素型の自動車選択が島内各所で経済的メリットが得られるようにする
例3）島内の宿泊や飲食等と連携し完全脱炭素型のツアーを企画し、その移動を再エネ生電力で動くEVが担う形とする

［参考］実証③の実施条件

地域の協力のもとで実証③の理解促進効果を向上させるための方策（例）
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［参考］沖永良部島への訪問者に対するアンケート調査（抜粋）

出典：一般社団法人奄美群島観光物産協会「奄美群島観光振興基礎調査回答票の集計及び分析 業務報告書」（R3.3）に加筆

島の自然に価値を感じる人が多い

単身の来訪者が多い

観光目的が過半数

移動手段の中心は
レンタカー



［参考］超小型BEVのイメージ

知名町、和泊町に導入された超小型BEV（TOYOTA C+Pod）

出典）一般社団法人おきのえらぶ島観光協会WEBサイト

・ 乗車定員 2名
・ 蓄電池容量 9.06kWh
・ 充電方法 200V充電で満充電まで約5時間（急速充電は非対応）

Ⅲ 実証実施計画 38



6 実証事業の実施体制

実証受託機関
（エネルギー事業会社を含む）

実証実施者
（鹿児島県エネルギー対策課）

鹿児島県港湾空港課
鹿児島県沖永良部事務所

【協力者】 電力需要家
（※沖永良部空港ビル㈱を想定）

脱炭素先行地域の関係者
（和泊町・知名町・エネルギー事業会社等）

【協力者】 空港運営事業者

共有
協力要請

事業者選定
・実証委託

協力
協力要請・
設備導入・
運用・撤去

協力

連携

成果提出

連携
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現時点の想定

• 実証はエネルギー課題解決に向けた県の調査事業（委託）として行うものとする。

• 実証受託機関においては、必要な手続きや関係者調整、実証管理及びデータ評価のほか、実証設備の設計、調
達、工事、保守を担う。

・ 実証設備導入の監理
・ 低圧連系の申込事務
・ 関係者調整
・ データの分析、評価
・ 実証設備の設計、調達、導入
・ 現地対応（軽微なものに限る）
・ 技術支援



• R6年度： 実証設備の導入、データ取得の開始

• ［参考］R7年度以降： データ取得、分析、有効性の評価と課題の抽出

7 実施スケジュール（実証）

実施項目 R6年度（2024年度） R7年度以降
（2025年度以降）

6月 9月 12月 3月

事業受託機関の選定

実証設備の導入

低圧連系の申込

データの取得、分析

関係者調整

公募・選定・
契約

データの取得、分析
評価と課題抽出

実証設備の設計、製作・調達、設置工事

低圧連系の申込
九電送配との協議等

空港管理者、空港内需要家、空港ターミナルビル（実証）、知名町・和泊町ほか
との間で行う協議や調整

保守
撤去/残置※

※ 現時点では未定

現時点の想定
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• 実証事業を2ヶ年程度（～R7年度）行った後、GFM等新技術の確立や空港内需要家の理解醸成の状況等
を踏まえ、空港脱炭素化のための新たな実装事業として太陽光発電導入・利用事業（オンサイトPPAを想定）
への展開につなげる。

• 本実証で導入する設備については、実装事業でも活用できるよう、できる限り残置する方法を模索する。

8 実証後の展開 現時点の想定

Ⅲ 実証実施計画 41

実証事業

実装事業

新技術の確立

※オンサイトPPAを想定

理解醸成

島内外の
理解醸成

運用実績の蓄積、
技術信頼性の向上

空港内需要家
の理解醸成

技術信頼性
の向上、
価格の低減

他離島での適用、県内再エネ拡大（本土系統での適用）沖永良部系統での技術確立

空港内関係者の理解醸成

空港脱炭素化のための再エネ供給ビジネス

島民、訪問者の理解醸成

エネルギー課題解決のための技術実証

①EMS実証
②GFM実証
③理解醸成実証

実装設備へと移行
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Ⅳ 次年度の検討課題 43

1）実証内容の精査

■空港ビルのスマートメーターデータ（2023.9以降のデータ）の継続的な収集、対策効果の再検証

■電力マネジメント手法、実証実施の年間スケジュール等の作成

■設備実施設計、導入方策の検討

■普及啓発による理解促進手法の検討

2）関係者協議

■空港管理者（実証実施全体計画等に関する詰めの協議、空港脱炭素の取組との連携等）

■沖永良部空港ビル株式会社（実証協力体制等に関する詰めの協議）

■九州電力送配電（系統連系に関する情報共有・協議）

■大阪航空局、航空会社等の空港関係者（実証・実装に関する情報共有）

■和泊町、知名町（先行100地域の取組との連携）
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"電源局舎＋発電機室"

”空港ターミナルビル”

"消防車庫”

旧管制塔（旧気象観測所と合体）

（現空港管理事務所）

警備室

（電気あり）

倉庫

（電気なし）

JAC 倉庫

（電気なし）

①

②
③ ④

⑤
⑥

⑦

⚫ 空港における電気の引込みは複雑で、契約実態の確認が取れているもので計8系統が存在する（すべてが低圧契
約）。空港全体の電力需要は約14万kWh/年と推計される。

⚫ 県契約分は「電源局舎」への引込み1系統で、主な負荷は航空灯火。年間需要は約0.8万kWh強。

施設
No.

引込
系統

電力用途 電力契約者 契約メニュー 年間需要実績
（3ヶ年平均）

30分値
の有無

② 【A】 航空灯火（識別灯、PAPI等） 鹿児島県沖永良部事務所 従量電灯C、契約容量19kVA 8,121 kWh ○

④ 【B】 現業室の照明・コンセント、クーラー 国土交通省大阪航空局 従量電灯B、契約容量60A 7,469 kWh ○

【C】 RAG用無線機器、AIMOS（気
象観測機器）、計測震度計等

国土交通省大阪航空局 従量電灯C、契約容量7kVA 13,742 kWh ○

気象庁福岡管区気象台 低圧電力、契約容量2kW 1,649 kWh ○

【D】 現業室の空調 国土交通省大阪航空局 低圧電力、契約容量24kW 28,831 kWh ○

⑤ 【E】 照明・コンセント （株）セノン 不明 不明（僅少） 不明

⑥ 【F】 照明・コンセント、業務用空調 沖永良部空港ビル(株)

（空港ビルの管理主体）

従量電灯C、契約容量20kVA 41,977 kWh ×

【G】 低圧電力、契約容量 39,869 kWh ×

⑦ 【H】 照明・コンセント 和泊町土木課 不明 不明（僅少） 不明

空港全体で141,658kWh/年

（参考）沖永良部空港の電力需要

【A】 【B】 【C】 【D】 【E】 【F】 【G】 【H】※未確認を含む
※【G】は直近1年の月別料金から推計

1 沖永良部空港の電力需要 ※令和4年度調査結果 45



月別の電力需要

kWh

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

【A】 478 527 650 935 1,010 581 401 407 546 519 422 480 6,956 5%

【B】 727 795 787 981 1,020 697 772 657 694 752 706 761 9,349 7%

【C】-1 953 885 871 880 882 921 921 1,024 1,066 1,106 1,009 1,091 11,609 8%

【C】-2 15 23 225 552 569 207 28 32 35 35 109 5 1,835 1%

【D】 1,944 2,046 2,588 3,555 4,042 3,304 2,544 1,856 1,828 1,825 1,618 1,809 28,959 21%

【F】 3,423 3,615 3,164 3,218 3,767 3,186 3,338 3,495 3,325 4,008 3,149 3,204 40,892 29%

【G】 1,387 2,152 2,245 5,303 8,871 6,760 5,919 1,882 1,168 1,526 1,304 1,352 39,869 29%

月計 8,927 10,043 10,530 15,424 20,161 15,656 13,923 9,353 8,662 9,771 8,317 8,702 139,469 100%

年計

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

k
W

h

【A】

【B】

【C】-1

【C】-2

【D】

【F】

【G】

⚫ 空港ターミナルビル（【F】,【G】）の電力需要が多く、空港全体の58%を占める。

⚫ 冷房需要が一層高まる夏期の電力需要が大きくなる傾向があり、業務用空調（【G】）の押し上げが主因である。

※ 上図表は期間修正後の時刻別電力需要の集計値であるため、例えば年度別に集計された値とは一致しない。
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（参考）事業採算性の検討結果（実装段階）

単純投資回収年 ＝ 初期投資額 ÷（年間収入額-年間支出額）

区分 費目 備考

初期投資 ■エネルギー設備の導入（設備費・工事費）

太陽光発電 140 kW 20 万円/kW 2,800 万円
単価は脱炭素先行地域提案書における費用見積額か

ら算出

（補助金摘要後の負担額） 補助率 67% 933 万円 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金の活用を想定

DGR 140 kW 40 万円/kW 5,600 万円 単価はエネルギー事業者へのヒアリングによる

（補助金摘要後の負担額） 補助率 75% 1,400 万円 地域脱炭素移行・再エネ推進交付金の活用を想定

蓄電池（DGR内蔵） kWh － 万円/kWh － 万円

蓄電池（増設） kWh － 万円/kWh － 万円

その他付帯設備 現場条件によって必要となる電気設備工事

一括受電工事（キュービクル設置） 200 kVA 1.9 万円/kVA 380 万円 単価は省エネ補助金事例に基づき設定

（小計） 2,713 万円

年間支出 ■運営コスト（その他）

不足分の買電（系統電力） 34 MWh/年 13.7 円/kWh 47 万円 単価は高圧の平均販売単価を適用

土地使用料 1 式 20 万円/式 20 万円
単価は他空港の事例を参考に、立地や規模を考慮し

て設定

設備保守費（再エネシステム） 140 kW 0.5 万円/kW/年 70 万円

需給管理費 139 MWh/年 1.0 円/kWh 14 万円 単価はエネルギー事業者へのヒアリングによる

人件費 0 名 － － － 万円 本事業単体での雇用は想定なし

一般管理費 1 式 10% － 45 万円

（小計） 196 万円

年間収入 ■事業収入

売電収入（自家消費分） 105 MWh/年 28.2 円/kWh 297 万円
単価は事業前の空港内買電平均単価（29.2円

/kWh）を下回る水準を設定

売電収入（余剰電力分） 86 MWh/年 7.0 円/kWh 60 万円 単価は非FIT電源の一般的な売電単価

売電収入（場内低圧供給分） 34 MWh/年 28.2 円/kWh 96 万円
単価は事業前の空港内買電平均単価（29.2円

/kWh）を下回る水準を設定

（小計） 454 万円

投資回収年数 10.5 年

金額単価数量

GFM

GFM

※試算条件は令和4年度調査時のもの

2 沖永良部空港再エネ拠点化事業（オンサイトPPA）の採算性 ※令和4年度調査結果 47



■採算性向上策の検証

①GFMのコスト低下

• 今後急速に技術確立と普及進展が進むことで、数年間の間で大幅なコスト低下が期待される。
• 例えば、20％のコスト低下することで、投資回収年は9.4年となり、10.5年から9.5%の期間短縮効果となる。

②県による経済的支援

• 本事業は県のエネルギー政策及び空港政策の課題解決に貢献する取組であり、受益者となる県から地域
エネルギー会社に何らかの支援を講じることが考えられる。

• 例えば、一括受電工事の1/2補助と土地使用料の無償化を講じることで、投資回収年は9.1年となり、
10.5年から13.4%の期間短縮効果となる。

③売電単価の向上

• 高騰した現在の電力価格との比較でみると、太陽光発電システムの優位性はより高まる。
• 例えば、空港内需要家への売電価格を36円/kWh、不足分電力の買電単価を30円/kWhとすると、投

資回収年は9.0年となり、10.5年から14.3%の期間短縮効果となる。

⑤ 上記をすべて実施

• 例えば、上記①②③④のすべてを講じると、投資回収年は6.9年となり、10.5年から34.3%の期間短縮
効果となる。

④余剰電力単価の向上

• GFMによって生み出される余剰電力は、系統側の要求を満足する高付加価値な電力といえる。
• 例えば、余剰電力単価を10.0円/kWhとすると、投資回収年は9.6年となり、10.5年から8.6%の期間短

縮効果となる。
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（1）候補地の抽出

①抽出方法

⚫ 国のマニュアルにおいて示される「太陽電池パネル設置検討の範囲」を踏まえ、沖永良部空港における設置候補
地を抽出した。（ただし、何らか利用実態のある施設または用地は候補地から除外）

出典）空港脱炭素化事業推進のためのマニュアル 初版（国土交通省航空局、R4.12）

空港建築施設（ターミナルビル、庁舎、
立体駐車場、関連施設等）

空港用駐車場（平面駐車場）、空港周辺用地（未利用地、
移転補償跡地等）

平成31年航空法施行規則の改正に伴い、滑走路の縦方向の
中心線から着陸帯の長辺までの距離が縮小された用地

空港用地（着陸帯、誘導路帯、RESA以外の
未利用地、拡張用地、法面）

3 PV導入候補地の抽出 49



（1）候補地の抽出

②抽出結果

⚫ 空港建築施設：既存設備の設置がなく、まとまった面積の確保が可能と見込まれる消防車庫の屋上を抽出。
空港ターミナルビルの屋上は、送迎イベントによる一般の立ち入りが不定期で行われることから候補地から除外。

⚫ 駐車場・周辺用地：空港業務への影響が少ないと見込まれる一般用駐車場及び職員用駐車場と、低未利
用の状態となっている駐車場南側の空地を抽出。

⚫ 空港用地：国のマニュアルを踏まえ、エプロン両側と着陸帯西側の未利用地を最大範囲として抽出。

⚫ 縮小可能な着陸帯：沖永良部空港における該当範囲不明につき、検討対象外とした。

検討範囲 抽出結果 最大面積※1 PV最大出力※2

空港建築施設 【A】消防車庫の屋上 120㎡ 27kW

駐車場・周辺用地 【B】駐車場 一般用： 700㎡
職員用（北）： 150㎡
職員用（南）： 250㎡

一般用： 132kW
職員用（北）： 33kW
職員用（南）： 47kW

【C】駐車場南側の空地 225㎡ 15kW

空港用地 【D】エプロン両側の未利
用地

北： 225㎡
南： 675㎡

北： 15kW
南： 45kW

【E】南側着陸帯の西側
に広がる未利用地

2.5万㎡ 1.7MW

縮小可能な着陸帯 － － －

※1 図上計測の概算値

※2 以下の係数でPV発電出力に換算
・ 屋根置き：4.5㎡/kW（例：某メーカーのモジュールの場合で公称最大出力が570W、外寸が2,278mm×1,134mm）
・ カーポートタイプ：5.3㎡/kW（ケーヨーデーツーのPPA事例をもとに設定）
・ 野立て：15㎡/kW（環境省）

314W

2MW

239kW

3 PV導入候補地の抽出 50



（1）候補地の抽出

【D】エプロン両側の未利用地（南）

面積 約675㎡
（最大45kWの必要面積に相当）

面積 約700㎡
（最大155kWの必要面積に相当）

面積 約250㎡
（最大55kWの必要面積に相当）

【B】一般用駐車場

【B】職員用駐車場（南）

【A】消防車庫の屋上

面積 約135㎡
（最大30kWの必要面積に相当）

【D】エプロン両側の未利用地（北）

面積 約225㎡
（最大15kWの必要面積に相当）

②抽出結果
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面積 約150㎡
（最大10kWの必要面積に相当）

【B】職員用駐車場（北）

面積 約225㎡
（最大15kWの必要面積に相当）

【C】駐車場南側の空地

※空港ターミナルビルの屋上は、送迎イベントによる一般の立ち入りが不定期で行われることから候補地から除外

＜空港施設周辺＞



（1）候補地の抽出

面積 約700㎡
（最大132kWの必要面積に相当）

面積 約250㎡
（最大47kWの必要面積に相当）

【B】一般用駐車場

【B】職員用駐車場（南）

＜空港施設周辺＞

【A】消防車庫の屋上

面積 約120㎡
（最大27kWの必要面積に相当）

②抽出結果（修正）
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面積 約225㎡
（最大15kWの必要面積に相当）

【C】駐車場南側の空地

エプロンに駐機する航空機
に近接するため設置不可

売店・食堂従業員の駐車
場としての利用実態があり、
候補地として不適

※空港ターミナルビルの屋上は、送迎イベントによる一般の立ち入りが不定期で行われることから候補地から除外

※空港管理者（県港湾空港課）によるご確認結果を反映



（1）候補地の抽出

【E】南側着陸帯の西側に広がる未利用地
（平地）面積 約25,000㎡

（最大1.7MWの必要面積に相当）

＜空港内の未利用地＞

②抽出結果
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（2）地下埋設物の調査

3 PV導入候補地の抽出 54

⚫ 空港管理事務所長への予備ヒアリング等を踏まえ、太陽光パネルからGFMの当初想定位置（図中の濃青
枠）までアレイケーブルを地中敷設する際に影響しうる地下設備として水導管、浄化槽排水管、ケーブルテレビ
配線をリストアップ。これら設備を管理する和泊町から資料提供を受け、敷設状況を把握、一体的に図化

⚫ 【A】消防車庫から空港ビルまで地中埋設するアレイケーブルの立ち上げ部周辺において、水導管、汚水管、雑
排水管及びケーブルテレビ配線が輻輳している状況が判明した。 次年度以降に行われるアレイケーブルの敷設
検討はもとよりGFMの設置検討において、これら既存の地下設備の敷設状況に注意を要する。

GFM（想定位置）

水導管

汚水管

雑排水管

ケーブルテレビ



（1）制限表面・運用への影響

①検証方法

⚫ PVパネルの高さと制限表面（ここでは、転移表面と水平表面）を含む断面図を作成し、PVパネルが制限表面
未満に収まるかどうかを確認した。

⚫ 消防車庫の高さは竣工図を参照し、パネルの高さは現時点の設計案を適用した。地盤高については、国土地
理院がWEB公開する「地理院地図」を用いて断面図を生成し反映した。

平面概略図 断面概略図（断面B-B‘）

※地理院地図 https://maps.gsi.go.jp/#5/36.104611/140.084556/&base=std&ls=std&disp=1&vs=c1g1j0h0k0l0u0t0z0r0s0m0f1

空港周辺における建物等設置の制限（制限表面） 出典）大阪航空局HP

■水平表面
空港の標点の垂直上方45mの点を含む水平面のうち、この点を中心とし
て半径4,000mで描いた円周で囲まれた部分。（航空法第2条第9項）

■転移表面
進入表面の斜辺を含む平面及び着陸帯の長辺を含む平面であって、水
平面に対する勾配が進入表面又は着陸帯の外側上方へ7分の1の平面
でその末端が水平表面との接線になる部分。（航空法第2条第10項）
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（1）制限表面・運用への影響

②検証結果

⚫ A-A’断面図によると、現設計案におけるPVパネルの設置高さは転移表面の高さを超えないことが確認された。

転移表面の高さを超えない
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（2）建築施設への設置の検討（耐荷重）

⚫ 一級建築士に依頼し、消防車庫の設計図書を収集し、PVパネル（架台及び基礎を含む）の荷重が条件内に
収まるかどうかを確認することで構造面の影響有無を検討した。

⚫ パネル想定荷重は、パネル重量、アルミ架台重量及び基礎重量を考慮し、16.0kg/㎡とした。

①検証方法

設計図書の収集可否

建物1

建物2

建物3

区分 図面※ 構造計算書※ 検討対象

建物1
（H16頃？に新築）

○（収集済） ×（無し） 対象

建物2
（H16頃？に増築）

○（収集済） ×（無し） 対象

建物3
（建築年不明）

×（無し） ×（無し） 対象外

※県港湾空港課への問合せ結果
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（2）建築施設への設置の検討（耐荷重）
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⚫ 検証の結果、建物1，建物2ともに、太陽光発電設置計画に伴う判定評価は、構造面で概ね問題ないといえ
る「B」と判断された。

②検証結果

判定評価 評価内容 建物1の
評価結果

建物2の
評価結果

A 太陽光パネル設置計画に対して既存建築物の積載荷重想定範囲内
と考えられ、構造安全性に問題ないとの判断が可能である。

B 太陽光パネル設置計画は、既存建築物で地震時積載荷重の考慮は
ないが、地震時応力等を簡易考慮して影響は限定的と考えられる。
2次部材（影響部材のみ）に関しては、許容耐力以下の確認検討を
行い、問題ないと考えられる。
ただし、既存建築物全体の詳細な構造検討を要する場合は、設置計
画を見直す必要がある

○ ○

C 太陽光パネル設置計画は、既存建築物で積載荷重の考慮はなく、直
接荷重の影響を受ける2次部材（スラブ及び小梁）も許容耐力を超
えていることから既存建築物に対する設置計画を見直す必要がある。

※既存建物は、一定程度の経年劣化が予想されるので、現場状況を確認して設置に対して十分な検討を要する。既存躯体（屋
根材・屋根構成部材・小屋梁部材）等に割れやひび割れや損傷のある状況、梁たわみ等が確認される場合は、太陽光パネルの設
置計画を見直すか既存躯体の補修計画検討及び工事を要する。



（3）太陽光グレア

⚫ 光源（PVパネル）、保全対象（遠隔監視カメラ）、遮蔽物（空港建築物）の位置関係を3Dモデル化し、
太陽光発電システムシミュレーションソフト「Solar PRO」を用いてパネル反射光の年間シミュレーションを行った。

⚫ 光源の高さは消防車庫竣工図の参照適用、保全対象及び遮蔽物の高さは現地写真からの推定とした。また、
光源、保全対象、遮蔽物の地盤高は同じとした。

保全対象
（遠隔監視カメラ2台）

光源
（PVパネル）

屋上高：5.6m
設置角度：5度 遠隔監視カメラ① 遠隔監視カメラ②

旧管制塔（エプロン側から撮影）

遠隔監視
カメラ①

遠隔監視
カメラ②

PVパネルの配置計画（消防車庫屋上）

①検証方法

推定高：8.4m

N
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（3）太陽光グレア

⚫ シミュレーションを行ったところ、消防車庫の屋上に設置したPVパネルの反射光が遠隔監視カメラに当たること
は一切ないという結果が得られた。よって、グレアの影響は生じないことが確認された。

②検証結果

検証パターン 検証日 検証開始時 検証終了時 計算間隔(分) 領域名称 影響開始時 影響終了時 影響時間(分)

1 1月15日 0:00 23:59 10影響領域無し --- --- ---

2 2月15日 0:00 23:59 10影響領域無し --- --- ---

3 3月15日 0:00 23:59 10影響領域無し --- --- ---

4 4月15日 0:00 23:59 10影響領域無し --- --- ---

5 5月15日 0:00 23:59 10影響領域無し --- --- ---

6 6月15日 0:00 23:59 10影響領域無し --- --- ---

7 7月15日 0:00 23:59 10影響領域無し --- --- ---

8 8月15日 0:00 23:59 10影響領域無し --- --- ---

9 9月15日 0:00 23:59 10影響領域無し --- --- ---

10 10月15日 0:00 23:59 10影響領域無し --- --- ---

11 11月15日 0:00 23:59 10影響領域無し --- --- ---

12 12月15日 0:00 23:59 10影響領域無し --- --- ---

表. Solar PROによる太陽光グレア影響のシミュレーション結果
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